
※コピーして使用して下さい。

号

・

①

②

③

④

⑤

　１．一級　　２．二級　　３．木造　　４．無資格
(2級・木造のみ）

都道
府県

　　１．開設者である　　　　　　２．開設者でない

建築ＣＰＤ情報提供制度の認定プログラム（予定）

震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針講習会

＜全構造編＞　　受　講　申　込　書

社団法人 広島県建築士事務所協会　様

　　　　平成　　年　　月　　日

受
　
講
　
者

氏
　
名

(ﾌﾘｶﾞﾅ 姓) (名) ※ 受 講 番 号

男・女

性別

勤
務
先
（

建
築
士
事
務
所
等
）

事務所名

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 種
　
別

　　　　 　－　　　　　－

建築士事務所協会 　　１．会員である　　  　２．会員でない

電　  話 　　　　 　－　　　　　－

管理建築士 　　１．管理建築士である　　　　２．管理建築士でない

建築士資格、建築士免許番号

1.一級　2.二級　3.木造

　　6.　建　設　業　　　7.　プレハブ住宅業　8.　不動産業　　　　9.　その他（　　　　　　　　　　）

所 在 地

〒（　　　　－　　　　）

　

　　　　　　　都 道 府 県

ＦＡＸ

Ｅメール            　　   　　 　　＠

　業　種　（※ 以下の項目については、該当するものを選んで、その数字にいずれかひとつ○を付けて下さい。）

　　1.　建築設計事務所　2.　構造設計事務所　3.　設備設計事務所　4.　積算事務所　5.　コンサルタント

※既にお持ちの方は購入する必要がありません。講習会
当日ご持参ください。）

受　講　料
（税込）

・５，０００円（主催・共催団体会員） 〈注記〉

・１０，０００円（その他・一般） を申し込む方は別記申込書により申込みください。

※テキスト代別 下記技術者証の発行は別途発行手数料２，０００円
(税・送料込)がかかります。

・

　◎「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載を申し込む方は下記１．に○印を付けてください。

１．申し込みます　　　　　２．申し込みません

　注　意

当日会場受付にて出席の確認をしますので、受講券を必ずお持ち下さい。(申込時に発行します)

「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載の資格要件は、知事登録をしている建築士事務所に所属する建築士とします。

「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載を申し込む方は、別紙申込書とあわせて、写真２枚（「技術者証」と「受講券」貼付用、

木造建築士の「技術者証」は、全構造を受講された場合でも講習修了構造は木造のみとなります。

本申込書の個人データは、本講習会で必要とする情報のために使用します。

　受付日　領収証・受講券発行日　　　年　　　月　　　日　   現金　・　書留（　　　　　　　　　）円

技術者証の発行を希望する方は自宅住所を必ずご記
入ください。

・

建築士事務所代表者
（開設者）

サイズ縦３．５×横２．５㎝－裏面技術者氏名記入）を添付して下さい。

テキスト
（税込）

震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針

（2005年12月14日発行）

・８，０００円

・別刷資料

・７，０００円（後援団体・行政職員） 「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載



号

・

①

②

③

④

・３，５００円（後援団体・行政職員） 「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載

本申込書の個人データは、本講習会で必要とする情報のために使用します。

下記技術者証の発行は別途発行手数料２，０００
円(税・送料込)がかかります。

・

・

建築士事務所代表者
（開設者）

サイズ縦３．５×横２．５㎝－裏面技術者氏名記入）を添付して下さい。

テキスト
（税込）

震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針

＜木造編＞（2003年1月17日発行）

※テキスト代別

・３，５００円

　◎「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載を申し込む方は下記１．に○印を付けてください。

１．申し込みます　　　　　２．申し込みません

　注　意

当日会場受付にて出席の確認をしますので、受講券を必ずお持ち下さい。

「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載の資格要件は、知事登録をしている建築士事務所に所属する建築士とします。

「技術者証」の発行および「技術者名簿」の掲載を申し込む方は、別紙申込書とあわせて、写真２枚（「技術者証」と「受講券」貼付用、

　受付日　領収証・受講券発行日　　　年　　　月　　　日　   現金　・　書留（　　　　　　　　　）円

技術者証の発行を希望する方は自宅住所を必ずご
記入ください。

Ｅメール            　　   　　 　　＠

　業　種　（※ 以下の項目については、該当するものを選んで、その数字にいずれかひとつ○を付けて下さい。）

　　1.　建築設計事務所　2.　構造設計事務所　3.　設備設計事務所　4.　積算事務所　5.　コンサルタント

※既にお持ちの方は購入する必要がありません。講習会
当日ご持参ください。）

受　講　料
（税込）

・２，５００円（主催・共催団体会員） 〈注記〉

・５，０００円（その他・一般） を申し込む方は別記申込書により申込みください。

管理建築士 　　１．管理建築士である　　　　２．管理建築士でない

建築士資格、建築士免許番号

1.一級　2.二級　3.木造

　　6.　建　設　業　　　7.　プレハブ住宅業　8.　不動産業　　　　9.　その他（　　　　　　　　　　）

所 在 地

〒（　　　　－　　　　）

　

　　　　　　　都 道 府 県

ＦＡＸ

勤
務
先
（

建
築
士
事
務
所
等
）

事務所名

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 種
　
別

　　　　 　－　　　　　－

建築士事務所協会 　　１．会員である　　  　２．会員でない

電　  話 　　　　 　－　　　　　－

受
　
講
　
者

氏
　
名

(ﾌﾘｶﾞﾅ 姓) (名) ※ 受 講 番 号

男・女

性別

※コピーして使用して下さい。
※コピーして使用して下さい。

　１．一級　　２．二級　　３．木造　　４．無資格
(2級・木造のみ）

都道
府県

　　１．開設者である　　　　　　２．開設者でない

建築ＣＰＤ情報提供制度の認定プログラム（予定）

震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針講習会

＜木構造編＞　　受　講　申　込　書

社団法人 広島県建築士事務所協会　様

　　　　平成　　年　　月　　日



別記１ 

「震災復旧のための震災建築物被災度区分判定・復旧技術者名簿」掲載及び 

「震災復旧のための震災建築物被災度区分判定・復旧技術者証」発行申込書 
 

平成  年  月  日 

財団法人 日本建築防災協会 様 

 

 私は、財団法人日本建築防災協会が作成する「震災復旧のための震災建築物被災度区分判

定・復旧技術者名簿」への掲載と、「震災復旧のための震災建築物被災度区分判定・復旧技

術者証」の発行を下記により申し込みます。 

 下記記載事項は事実であることを誓います。 

 

記 

都道府県名（      都道府県）  

（「判定・復旧技術者名簿」及び「判定・復旧技術者証」は勤務先所在地の都道府県で区分

されますので、勤務先所在地の都道府県名を記入してください。） 

 

     フ  リ  カ  ナ 

 

１ 氏  名                ㊞ 

 

２ 生年月日  大正・昭和・平成   年  月  日  
                      (2 級・木造のみ) 

３ 資  格  １級 ２級 木造 建築士╱（    ）都・道・府・県 番号        号 

 

４ 講習修了構造  全構造  木構造のみ   

 

５ 自宅住所    〒    ―      

 

                                          

 

６ e-mail アドレス                                 

 

７ 勤務先名称                                   

 

８ 勤務先所在地  〒     ―      

 

                                          

 

９ 勤務先電話番号 （     ）―（     ）―（     ） 

 

10 写  真 （縦３．５㎝×横２．５ｃｍで裏に氏名を記入した写真１枚をこの申込用紙

にクリップで添付してください。） 

 

注１） 技術者名簿及び技術者証の有効期間は５年です。 

注２） この申込書の個人情報は、技術者名簿の作成、技術者証の発行、更新時の連絡及び技

術者へ必要な情報の提供に使用します。 



別記２ 

 

震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定・復旧技術建築士事務所名簿 

掲 載 申 込 書 
 

平成  年  月  日 

（財）日本建築防災協会 様 

（社）日本建築士事務所協会連合会 様                     

建築士事務所等名              

                      代表者氏名                印 

 

下記の「震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定・復旧技術建築士事務所名簿掲載に係る了

解事項」を了解するとともに、「震災復旧のための震災建築物被災度区分判定・復旧技術建築士事務所

名簿」への掲載を下記名簿掲載内容により希望いたします。 

記 
 

震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定・復旧技術建築士事務所名簿掲載に係る了解事項 

①「震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定・復旧技術建築士事務所名簿」への掲載を希望す

る建築士事務所は、「震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定・復旧技術者」を有している

こと 

②上記建築士事務所は、地震被災後に都道府県等が実施する被災住民に対する震災復旧のための住宅

相談の依頼があった場合は、建築士事務所として協力する意思があること 

③上記住宅相談及び被災住民から依頼のあった震災建築物の被災度区分判定及び復旧の実施にあた

っては、誠意をもって対応し、また的確に実施すること 

④「震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定・復旧技術建築士事務所名簿」は、作成した団体

が都道府県に送付し、地震被災後の建築物の復旧活動実施の際に活用されること 

⑤この技術事務所名簿の有効期間は５年とする。 

 

名 簿 掲 載 内 容 

 

・（日事連 単位会）会員の有無   有  無 （何れかに○印） 

 

・建築士事務所名                                      

・所 在 地 〒    －                                

                                                                             

・電 話 番 号 市外局番（      ）－（      ）－（     ）     

・Ｆ Ａ Ｘ 番 号 市外局番（     ）－（     ）－（     ）        

・メールアドレス                                

・判定・復旧技術者氏名・資格・講習修了構造 

   氏名          資格：  建築士  講習修了構造： 全構造・木構造 

氏名          資格：  建築士  講習修了構造： 全構造・木構造 

氏名          資格：  建築士  講習修了構造： 全構造・木構造 

・連絡主管者氏名          緊急連絡先（     ）－（     ）－（     ） 

 

注１）判定・復旧技術者氏名等の欄は、この用紙で足りない場合は、別紙に追記してください。 

注２）連絡主管者氏名・緊急連絡先の欄は、判定・復旧技術者が複数の場合に１名を選んで記入してください。 

注３）この申込書の個人情報は、技術事務所名簿の作成に使用し、技術事務所名簿は都道府県に送付するととも

に（財）日本建築防災協会及び（社）日本建築士事務所協会連合会のホームページに掲載し、震後対策の住

宅相談、被災度区分判定及び復旧の相談等の際に使用されます。 
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